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１　前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項　・・・　該当なし

（２）監査意見　・・・　該当なし

（３）決算審査意見　・・・　該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況　・・・　該当なし

３　職員の定員、現員調べ
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1 1 0 0 0 0 1 1 事業推進員

４　役付職員の調べ

（令和４年７月１日現在）

年 月

0 3

30

※未来創造人材室（R4.4.1～）

備　　　　　考

氏　　　　　　名

0 3
未来創造人材室配置
※H31.4～R4.3（3年間）：同課係長

2 3

休職定数外2名

過不足(△)

臨 時 的
任用職員

在職期間
備　　　　考

 計

会計年度
任用職員

職　　　　　名

事務職員 技術職員 現業職員

現　　　　員

      　  種別

区分

定　　　　員

未来創造人材室長 岸本　幸

谷口　健一

課長補佐 田中　拓也

課長

課長補佐 山根　毅也
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５　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 起　債 その他 一般財源

259,720 206,802 12,000 1,511 39,407

1 事業の目的、概要

2 事業の内容、実施の状況

＜令和３年度の職業訓練の実施状況（令和４年５月末）＞ （単位：人、％）

3 事業の成果・課題等

【事業の成果】

【課題等】

○学卒者対象訓練については、令和３年度鳥取県地域職業訓練実施計画における就職率の目標値85％に対
し、94.2％（前年同期：92.3％）を達成し、県内企業のニーズに即した人材輩出に繋がった。
○離職者対象訓練については、離求職者の早期就職に向けたスキルアップを目的に57訓練科を実施、上記計画
の目標値85%に対してR4.5末時点では73.6％だが、経年の傾向を踏まえると目標値は達成する見込みであり(R2
訓練：R3.5時点75.8％⇒R4.4時点87.9％)、離職者への就職支援を継続実施している。
○障がい者対象訓練については、障がい者のニーズに応じた16訓練科を実施、同目標値55%（第４次障害者基本
計画（内閣府）に同じ）に対し、R4.5末時点で61.5％（前年同期：88.9％）を達成し、就職支援を継続実施している。
○在職者対象訓練については、43訓練科を実施し、在職者310人のスキルアップを支援した。
　※鳥取県地域職業訓練実施計画
　　　労働局が、当該年度に県内に実施される職業訓練について、各訓練実施機関（県・ポリテクセンター）との連携のもとに、効率的・効果的に実施する
　　ことを目的に策定する計画で、商工団体等を含む関係機関で構成される「鳥取県地域訓練協議会」で決定

○雇用情勢は持ち直しの動きはあるが、新型コロナウイルス感染症の影響や本県の産業構造の変化等に留意
し、雇用のセーフティネット機能を維持継続する必要がある。
○デジタルにより社会課題解決を推進する「デジタル人材」の育成・確保や学び直しを一層推進する必要がある。

　産業人材育成センターにおける新規学卒者、離職者、在職者及び障がい者を対象とした職業訓練を実施し、就
職に必要な知識・技能の習得の機会を提供し、就職の促進を図る。

事業名 決算額
財源内訳

職業訓練事業費

将来ビジョン 　　－

令和新時代創生戦略
３幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ　（２）働く場　②戦略的な産業人材の育成・確保
【SDGs17のゴール】08 働きがいも経済成長も

政策項目 Ⅱしごと新時代　⑤観光人材研修の創設や建設技能者育成はじめ就業支援

対象 期間 校名 定員
入校
進級

修了 就職 就職率 (前年同期)

（１年生） 20 7 - - - -

（２年生） 20 7 5 5 100.0 100.0

10 10 10 10 100.0 100.0

10 5 3 3 100.0 100.0

（１年生） 25 24 - - - -

（２年生） 25 14 13 13 100.0 100.0

20 9 8 7 87.5 100.0

20 17 13 11 84.6 71.4

150 93 52 49 94.2 92.3

（１年生） 12 8 - - - -

（２年生） 20 9 9 9 100.0 83.3

（１年生） 10 8 - - - -

（２年生） 10 4 4 4 100.0 100.0

（１年生） 5 5 - - - -

（２年生） 5 3 3 3 100.0 100.0

（１年生） 6 6 - - - -

（２年生） 15 4 4 4 100.0 100.0

3～10ヶ月
倉吉校
米子校

834 540 461 334 72.5 75.0

917 587 481 354 73.6 75.8

障がい者 １年等 倉吉校 77 18 13 8 61.5 88.9

在職者 24時間等
倉吉校
米子校

600 371 310 - - -

介護福祉士養成科

53科
（PCスキル・介護・医療事務 等）

離職者対象（57科）　計

訓練科名

土木システム科

木造建築科

米子校

自動車整備科

16科
（総合実務科、就業支援科等）

43科
（PCスキル、事務、ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ等）

設計・インテリア科

デザイン科

新卒者等対象（6科）　計

離職者
（委託等）

２年

倉吉校

介護福祉士養成科

保育士養成科

栄養士養成科

米子校

新卒者
（施設内）

 １年・２年

倉吉校

ものづくり情報技術科
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７　事業別実施状況調べ
(単位：円)

支出済額 翌年度 差引残額

計 （決算額） 繰越額 （不用額）

Ａ Ｂ Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ B/A

「配当替分」

（諸費）

国庫返還金 0 0 0 224,400 224,400 224,400 0 0 100.0%
令和元年度離職者等再就職訓練事業費の国庫返還金
　（財政課から所管替配当）

目　　　　計 0 0 0 224,400 224,400 224,400 0 0 100.0%

「配当替分」

（労政総務費）

雇用支援強化事業 0 0 0 5,000,000 5,000,000 3,306,000 1,694,000 0 66.1%

①雇用維持教育訓練経費補助金
　雇用調整助成金の支給決定を受けた教育訓練を実施す
る県内事業者に対し訓練経費を補助し、コロナ後を見据
えた事業展開等に係る人材育成を支援した。
（16件・3,306千円）
＜繰越理由＞
　雇用調整助成金の特例措置が延長されたことを受け、
年度内の補助金申請が不可能な事業者に対応するため。

目　　　　計 0 0 0 5,000,000 5,000,000 3,306,000 1,694,000 0 66.1%

（労政総務費）

とっとり高度技能開発拠点
形成事業

12,644,000 △ 4,289,000 0 0 8,355,000 1,739,821 0 6,615,179 20.8%

①高度技能開発拠点形成セミナー
「職業能力開発体系」を活用した県内企業向けセミナー
を開催し、県内企業の計画的な人材育成や高度技能開発
等を支援した。（１回、参加者：20名）
②MONOZUKURIエキスパート構築検討事業
　製造業におけるAI実装に向けた教育・訓練体系を構築
した。
③高度人材育成戦略会議
「自動車・医療機器・航空機分野、DX分野における今後
の人材育成」をテーマに県内外製造業５社及び専門家４
名との意見交換を開催し、県内企業の人材育成に係る課
題やニーズの把握に繋がった。（３月）
＜不用額の理由＞
・MONOZUKURIエキスパート構築検討事業について、教
育・訓練体系構築スケジュールを前倒したとことによる
コンソーシアム開催経費等の減
・コロナ禍により訓練プログラムＷＧの開催を中止した
ことによる。

雇用維持地域人材育成事業 0 0 1,500,000 0 1,500,000 1,500,000 0 0 100.0%

①雇用維持教育訓練経費補助金
　雇用調整助成金の支給決定を受けた教育訓練を実施す
る県内事業者に対し訓練経費を補助し、コロナ後を見据
えた事業展開等に係る人材育成を支援した。（６件・
1,500千円）

(1,500,000) (1,500,000) (0)
9,855,000 3,239,821 6,615,179

（職業訓練総務費）

職業訓練行政費 24,990,000 0 0 2,500,000 27,490,000 19,263,913 0 8,226,087 70.1%

①職業訓練指導員免許の交付
　交付申請のあった２件に職業訓練指導員の免許証等を
交付
②訓練手当の支給
　障がい者等就職困難者が職業訓練を受講する場合に、
知識及び技能の習得を容易にするため、訓練手当を支給
（31名分）

技能振興事業 86,473,000 △ 5,560,000 0 0 80,913,000 72,248,370 0 8,664,630 89.3%

①職業能力開発協会補助金
　職業能力開発協会に人件費、技能検定実施経費等を補
助した。
②認定職業訓練助成事業補助金
　事業主団体等が行う認定職業訓練校の訓練に係る経費
を補助した。（５件）
③技能振興推進事業費補助金
　各技能士会等の研修会、展示会等の開催経費を技能士
会連合会を通じて補助した。（10件）
④優れた技能を有する者の顕彰
　優れた技能者（知事表彰）を顕彰した。（２名）
⑤若年技能者等技能承継推進事業
　鳥取県技能士会連合会と技能士団体等で構成する共同
体に業務委託を行い、若年者を期間雇用し、現場での訓
練や集合研修により若年技能者を育成し正規雇用化を
図った。（延べ10名のうち正規雇用８名）

産業人材育成プラット
フォーム形成事業

1,000,000 0 0 0 1,000,000 922,704 0 77,296 92.3%

①とっとり新時代産業人材育成基盤会議幹事会
　県内商工６団体及び(公財)鳥取県産業振興機構ととも
に、県内企業対象の人材育成研修（重点的推進研修）の
テーマについて意見交換を行った。（11月）
②ポータルサイトの運営
　県内で行われる人材育成研修情報を掲載するポータル
サイトを運営した。
③重点的推進研修
　ニーズはあるが中小企業単独では開催が難しい研修
（「重点的推進研修」）を公募により選定した県内事業
者に委託し、県内企業の中間層・管理者層向けに「部下
指導力の育成」をテーマにオンライン開催した。（在職
者16名が参加）

0 32.9%12,644,000 △ 4,289,000 1,500,000 0目　　　　計

執行
率 事業計画と実績・成果、

繰越、不用額の理由等
事　業　名

予　　　算　　　現　　　額

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

予 備 費
支出及び
流用増減
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(単位：円)

支出済額 翌年度 差引残額

計 （決算額） 繰越額 （不用額）

Ａ Ｂ Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ B/A

執行
率 事業計画と実績・成果、

繰越、不用額の理由等
事　業　名

予　　　算　　　現　　　額

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

予 備 費
支出及び
流用増減

職業教育機関等産学官連携
による人材育成事業

6,780,000 △ 1,000,000 0 0 5,780,000 4,864,000 0 916,000 84.2%

①産学官連携実践的教育モデル事業
　産学官が連携し、鳥取短期大学において「観光」を
テーマに実践的な課題解決型学習（ＰＢＬ）を実施し、
今後の県内産業に求められる人材の育成を行った。
②観光人材育成に向けた寄付講座の開設
　鳥取県の寄付により開設する講座（「地域と観光
Ⅰ」・「地域と観光Ⅱ」）と鳥取短期大学の既存講座を
組み合わせた「創造的観光人養成プログラム」を学生及
び社会人を対象に実施し、今後の県内観光業における中
核的観光人材の育成に繋がった。
（令和３年度）
・プレ講義「鳥取×観光フリースタイル2021」（９月）
　42名（学生10人・一般8人・ｵﾝﾗｲﾝ24名）が参加
・「地域と観光Ⅰ」（２月）
　14名（学生10人・一般4人）が参加
※「地域と観光Ⅱ」はR4.8に実施（2年生対象）

目　　　　計 119,243,000 △ 6,560,000 0 2,500,000 115,183,000 97,298,987 0 17,884,013 84.5%

（職業訓練校費）

職業訓練改革強化事業 33,407,000 △ 24,346,000 20,048,000 △ 2,500,000 26,609,000 4,859,647 0 21,749,353 18.3%

①観光業在職者研修
　県内観光関連事業在職者を対象にANAﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ
(株)への委託により「観光・おもてなしマナーアップ研
修をオンラインにより実施（７月・15社・延べ50名が参
加）
＜不用額発生の理由＞
　離職者向け職業訓練「観光人材養成科」（R3繰越予
算）について、コロナ禍による県内観光業への影響等を
踏まえ、訓練中止としたもの。

（主）
職業訓練事業費

476,804,000 △ 171,979,000 0 0 304,825,000 259,719,707 0 45,105,293 85.2%

「主な事業に関する調べ」に記載のとおり
＜不用額発生の理由＞
　職業訓練受講者数が見込みを下回ったことによる委託
料等の執行残

離職者再就職支援事業 0 0 1,584,000 0 1,584,000 1,188,000 0 396,000 75.0%
　職業訓練修了者の訓練終了３ヶ月の就職率に応じて、
訓練受託事業者に対し、就職支援報償費を支給した。
（２社：330千円・858千円）

(21,632,000) (1,188,000) (20,444,000)

333,018,000 265,767,354 67,250,646

（工鉱業総務費）

企業立地等事業による新規
雇用者研修費補助金

8,105,000 △ 4,905,000 0 0 3,200,000 3,178,171 0 21,829 99.3%
　企業立地事業補助金等の認定企業が行う新規雇用者の
育成に係る費用の一部を補助した。
（交付実績：１社/17名)

目　　　　計 8,105,000 △ 4,905,000 0 0 3,200,000 3,178,171 0 21,829 99.3%

(23,132,000) (2,688,000) (20,444,000)

461,480,400 369,708,733 91,771,667

79.8%0

0 80.1%合　　　　計 650,203,000 △ 212,079,000 23,132,000 224,400

目　　　　計 510,211,000 △ 196,325,000 21,632,000 △ 2,500,000
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